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前回に続いて期日報告させて頂きます。 

 

日時：２０１３年１１月１８日 

１３：３０～（対関西電力） 

１４：３０～（対日本原電） 

場所：大津地方裁判所（仮処分の審尋期日なので非公開です。一般の方は入れま

せんが，申立人は入れます。） 

 

１ 関西電力に対する再稼働禁止の仮処分申立事件 

まず，最初に関西電力からＦ－６破砕帯に関する主張と資料が出されました

が，特に目新しいものではありませんでした。 

前回の期日報告でも書きましたが，一番の問題は裁判所が判断を下そうとし

ないことです。 

裁判所は，われわれ申立人らに対し，原子力規制委員会で策定された新基準

の合理性や，関西電力の原発が新基準を満たすか（適合性）について主張や立

証するように求めました。しかし，我々が問題にしているのは，原発の安全性

です。原発事故が起きて我々の命や健康の安全性が保たれるのかという問題で

す。新基準ができたからと言って，原発が安全になるわけではありません。新

基準が十分安全性を担保するものであり，その新基準に合格して初めて，安全

な原発といえるのです。新基準に合格もしていない現段階で，新基準の合理性

や，その適合性を議論する必要はありません。 

そこで，裁判所に対し，その必要性はないとして拒否し，早期に判断を下す

よう求めました。 

一方，関西電力も新基準の合理性や適合性について主張しないと明確に述べ

ました。つまり，両当事者ともに，この保全手続では，原子力規制委員会の新

基準について論じる予定はないと言ったのです。 
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ところが，裁判所は，書面で新基準の合理性や適合性について主張するよう

求めると言い，次回期日を２０１４年２月４日午前１０時に指定しました。 

両当事者が主張をしないといっている点について，裁判所が勝手に争点とし

て取り上げ，当事者に対して主張立証するように迫るということは普通はあり

ません。福島原発事故の惨状を見れば裁判所も変わると信じていたのですが，

間違いだったようです。 

 

２ 日本原電に対する再稼働禁止の保全申立事件 

最初に，日本原電から敦賀原発の下を通る破砕帯に関する主張書面と資料が

提出されました。 

この破砕帯は活断層であるという原子力規制委員会の見解が示されていま

す。日本原電はこの見解は間違いであると主張していますが，少なくとも活断

層の疑いがあり，そのような状況の中で敦賀原発を再稼働させるのは許されま

せん。期日においても，その旨を述べました。 

そして，裁判所から，関西電力の事件の時と同様，新基準の合理性と適合性

について主張立証するよう求められ，両当事者ともそのような主張立証するつ

もりはないと述べました。 

すると，裁判長が「新基準の対応を見ないと判断できない。主張立証して欲

しいことを書面に記載して代理人に送る。」といい，次回期日が，２０１４年

２月４日午前１１時から（対関西電力事件の期日の後）に指定されました。 

 


